
「学校における働き方改革プラン」に基づく県教育委員会の取組状況一覧

プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

（１）働きやすい環境を構築するための方策

① 教職員の意識改革

ア　年次休暇利用促進 〇年度初めと夏季休業前の２回、年次休暇の計画的な利用等について通知
した。
【公立小・中学校】１０．７日
【県　立　学　校】１２．８日

○年度初め、夏季休業前及び１０月の３回、年次休暇の計画的な利用等に
ついて通知した。
【公立小・中学校】１１．７日
【県　立　学　校】１３．２日

○年度初め、夏季休業前及び１０月の３回、年次休暇の計画的な利用等
について通知した。
【公立小・中学校】１２．３日
【県　立　学　校】１３．３日

イ 学校閉庁日の実施促
進

〇学校閉庁日の設定状況を調査し、公表した。
【公立小・中学校】４０／４０市町村
【県　立　学　校】７９／８０校

〇学校閉庁日の設定状況を調査し、公表した。
【公立小・中学校】４０／４０市町村
【県　立　学　校】７８／７８校

〇学校閉庁日の設定状況を調査し、公表した。
【公立小・中学校】４０／４０市町村
【県　立　学　校】６８／７３校
〇ＷＬＢ通信により、積極的な学校閉庁日の設定を促した。

ウ 業務改善に係る意識
の醸成

〇「学校における働き方改革～取組事例集～」の冊子を配布した。 ○ＷＬＢ通信を年４回発行し、県立学校の好事例を紹介した。
○改訂版「学校における働き方改革～取組事例集～」を周知し、活用を促
した。

○ＷＬＢ通信を年２回発行した。

エ 休暇制度・子育て支
援制度の周知

〇職員の育児・介護と仕事の両立支援ハンドブックを作成・配布した。 ○職員の育児・介護と仕事の両立支援ハンドブック及び特定事業主行動計
画を周知した。

○職員の育児・介護と仕事の両立支援ハンドブックの改訂及び特定事業
主行動計画の見直しを行った。

② 弾力的な勤務時間の割振り

〇教頭研修講座等において、修学旅行等の引率に係る四週間単位の変形勤
務時間制を周知した。

〇教頭研修講座等において、修学旅行等の引率に係る四週間単位の変形勤
務時間制を周知した。

〇教頭研修講座等において、修学旅行等の引率に係る四週間単位の変形
勤務時間制を周知した。

③ 教職員の勤務状況の把握の徹底

〇県立学校の教職員の勤務状況について、四半期毎に教育委員会への提出
を求め、全職員分を集計し、把握した。

〇県立学校の教職員の勤務状況について、四半期毎に教育委員会への提出
を求め、全職員分を把握するとともに、前年度分の状況を公表した。

〇県立学校の教職員の勤務状況について、四半期毎に教育委員会への提
出を求め、全職員分を把握するとともに、前年度分の状況を公表した。

〇「教職員勤務時間記録簿」について、修正入力が判別できるよう改善し
た。

○ICカードを用いた校務支援システムによる勤務状況の把握について、全
ての県立学校で試行した。

○ICカードを用いた校務支援システムによる勤務状況の把握について、
全ての県立学校で本格実施を開始した。

④ 教職員のメンタルヘルス対策の充実

〇公立学校共済組合におけるメンタルヘルス対策事業を実施した。
【心とからだの健康相談】
　９事業、延べ２４，００７人
【職場の健康支援事業】
　１６回、３８６人
【職場で取り組む教職員のストレスチェック事業】
　３５校、７４人
【復職支援プログラム】
　延べ５２人

○公立学校共済組合におけるメンタルヘルス対策事業を実施した。
（Ｒ４年１月現在）
【心とからだの健康相談】８事業、延べ１７，１４８人
【産業カウンセラー派遣事業】　１０回、７１人
【職場で取り組む教職員のストレスチェック事業】　２９校、５４８人
【管理監督者のメンタルヘルス研修会】　延べ視聴人数１，２０５人
【復職支援プログラム】　延べ５５人

○公立学校共済組合におけるメンタルヘルス対策事業を実施した。
（Ｒ５年１月末現在）
【心とからだの健康相談】　８事業、延べ１５，０７９人
【産業カウンセラー派遣事業】　２２回、１７７人
【職場で取り組む教職員のストレスチェック事業】　２３校、４４７人
【管理監督者のメンタルヘルス研修会】　Ｒ５年３月に動画配信
【復職支援プログラム】　延べ３５人

〇県立学校において、希望者に対し、健康管理医による健康相談を実施し
た。
〇一定の長時間労働を行った職員に対し、健康管理医による健康相談を実
施し、必要に応じ臨時の健康診断を実施した。
〇青森県立学校職員ストレスチェック制度実施要項を定め、実施体制を整
備するとともに、全ての県立学校において、ストレスチェック及び面接指
導を希望する高ストレス者に対し医師による面談指導を実施した。

〇県立学校において、希望者に対し、健康管理医による健康相談を実施し
た。
〇一定の長時間労働を行った職員に対し、健康管理医による健康相談を実
施し、必要に応じ臨時の健康診断を実施した。
〇青森県立学校職員ストレスチェック制度実施要項を定め、実施体制を整
備するとともに、全ての県立学校において、ストレスチェック及び面接指
導を希望する高ストレス者に対し医師による面談指導を実施した。

〇県立学校において、希望者に対し、健康管理医による健康相談を実施
した。
〇一定の長時間労働を行った職員に対し、健康管理医による健康相談を
実施し、必要に応じ臨時の健康診断を実施した。
〇青森県立学校職員ストレスチェック制度実施要項を定め、実施体制を
整備するとともに、全ての県立学校において、ストレスチェック及び面
接指導を希望する高ストレス者に対し医師による面談指導を実施した。

資料３①
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プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

⑤ 地域の人材の有効活用

ア 地域学校協働活動の
充実

〇学校を核とした地域づくり推進事業「地域学校協働本部構築モデル事
業」において、県内で設置例がない、又は事例が限られている形態の地域
学校協働本部の設置について指導助言を行うとともに、学校・家庭・地域
連携協働推進事業「放課後子ども総合プラン指導員等研修」を６地区で開
催し、地域学校協働活動の充実を図り、その体制づくりを支援した。

【地域学校協働本部設置形態】
①コミュニティ・スクールを導入している市町村に本部を設置（むつ市）
②公民館に本部を設置（黒石市）
③中学校区に本部を設置（鶴田町、風間浦村）

〇学校を核とした地域づくり推進事業「地域学校協働本部構築モデル事
業」において、県内で設置例がない、又は事例が限られている形態の地域
学校協働本部の設置及び効果的な運営について指導助言を行うとともに、
「地域との連携を担う教職員研修」を６地区で開催し、地域学校協働活動
への理解促進を図った。

○学校・家庭・地域連携協働推進事業では、県内全域を対象とした「地域
学校協働活動推進のための研修」及び６地区で「放課後子ども総合プラン
指導員等研修」を開催し、地域学校協働活動の充実を図り、その体制づく
りを支援した。

○学校を核とした地域づくり推進事業において、県域で地域学校協働活
動の充実が図られることをねらいとして「地域学校協働活動ハンドブッ
ク実践編」を作成し、各学校等へ配付した。
　また、希望があった本部未設置市町村教委へ体制整備に関する情報提
供や助言を行った。

○学校・家庭・地域連携協働推進事業では、県内全域を対象とした「地
域学校協働活動推進のための研修」及び６地区で「放課後子ども総合プ
ラン指導員等研修」を開催し、地域学校協働活動の充実を図り、その体
制づくりを支援した。

イ 学校支援ボランティ
アと教員の情報交換の機
会の確保

〇学校を核とした地域づくり推進事業｢地域と学校のコラボレーション研
修｣を県内４地区で開催（新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
２地区で開催中止）し、地域学校協働活動に係る知識と理解を深めるとと
もに、地域と学校をつなぐために必要なコーディネートの在り方及び学
校・地域双方に求められる役割について学ぶ機会を創出した。

〇学校を核とした地域づくり推進事業｢地域と学校のコラボレーション研
修｣を地域学校協働活動推進員や学校教職員を対象に６地区で開催し、地域
学校協働活動に係る知識と理解を深めるとともに、地域と学校をつなぐた
めに必要なコーディネートの在り方等について学び、情報交換を行った。

〇学校を核とした地域づくり推進事業｢学校を核とした地域づくり推進カ
ンファレンス｣を開催し、教職員、地域学校協働活動推進員、市町村教育
委員会職員等関係者を対象に、地域学校協働活動についての講演、事例
紹介及び情報交換を行った。

ウ 学校評議員や学校運
営協議会の活用

○全ての県立学校において、引き続き、学校評議員制度を実施し、開かれ
た学校づくりを推進している。
〇特別支援学校では、平成３０年度から段階的に導入を進め、令和２年度
までに３校で学校運営協議会を導入している。
　森田養護学校　　（H30～）
　弘前聾学校　　　（R1～）
　八戸高等支援学校（R1～）

○全ての県立学校において、引き続き学校評議員制度を実施し、開かれた
学校づくりを推進している。
○学校運営協議会の導入校において学校と保護者や地域の方々がともに知
恵を出し合い、学校運営に意見を反映させている。
○学校運営協議会で出された意見等を整理し、理解啓発に向けた情報発信
の強化等の検討や計画に基づき、具体的な取組を推進した。
○コミュニティ・スクール連絡協議会を開催するなど、導入の効果・課題
を整理しながら今後の学校運営や地域連携、県民への周知等の在り方等に
ついて協議した。
○学校運営協議会については令和２年度までの３校に加え、新たに５校で
実施した。
　黒石高等学校
　青森第一高等養護学校（寄宿舎併設の知肢併置校）
　浪岡養護学校（病院併設の病弱特別支援学校）
　八戸盲学校（八戸聾学校と校舎共有）
　八戸聾学校（八戸盲学校と校舎共有）

○学校運営協議会の導入校においては、学校運営協議会で出された意見
等を整理し、理解啓発に向けた情報発信の強化等の検討や計画に基づ
き、具体的な取組を推進した。
○県立高等学校における学校運営協議会の導入を推進するため、「コ
ミュニティ・スクール導入に向けた手引き」を作成し、全県立高等学校
へ送付した。
○コミュニティ・スクール連絡協議会を開催するなど、導入の効果・課
題を整理しながら今後の学校運営や地域連携、県民への周知等の在り方
等について協議した。
〇学校運営協議会導入校での取組を検証し、今後の拡充等について、検
討を行った。

⑥ 専門スタッフの活用

ア スクールカウンセ
ラーの配置及び速やかな
派遣

〇児童生徒のカウンセリングや保護者・教職員等への相談活動等を行うス
クールカウンセラーの配置及び速やかな派遣（緊急派遣を含む）を行っ
た。
〇令和２年度から、小中連携配置である同一中学校区の学校間でスクール
カウンセラーの配置日時（時間）の交換等を可能とした。

【公立小・中学校】
・県内全ての公立小・中学校に配置した。
【県　立　学　校】
・県立中学校１校、県立高校７校　計８校に配置した。

〇児童生徒のカウンセリングや保護者・教職員等への相談活動等を行うス
クールカウンセラーの配置及び速やかな派遣（緊急派遣を含む。）を行っ
た。
〇同一市町村で同一スクールカウンセラーが配置されている学校間での配
置日時（時間）の交換等を可能であることを周知し、スクールカウンセ
ラーの効率的・効果的な活用を促進した。

【公立小・中学校】
・県内全ての公立小・中学校に配置した。
【県　立　学　校】
・県立中学校１校、県立高校７校、特別支援学校１校 計９校に配置し
た。

〇児童生徒のカウンセリングや保護者・教職員等への相談活動等を行う
スクールカウンセラーの配置及び速やかな派遣（緊急派遣を含む。）を
行った。
○スクールカウンセラーの時間数を拡充した。
〇同一市町村で同一スクールカウンセラーが配置されている学校間での
配置日時（時間）の交換等を可能であることを周知し、スクールカウン
セラーの効率的・効果的な活用を促進した。

【公立小・中学校】
・県内全ての公立小・中学校に配置した。
【県　立　学　校】
・県立中学校１校、県立高校８校、特別支援学校１校　計１０校に配置
した。

イ スクールソーシャル
ワーカーの配置及び速や
かな派遣

〇スクールカウンセラーと同一日に勤務できる日を定期的に設けるなど、
スクールカウンセラーと連携した。
〇福祉や医療などの関係機関と学校との連携について助言や支援を行うス
クールソーシャルワーカーの配置及び速やかな派遣を行った。

【公立小・中学校】
・全ての公立中学校区に対応した（中核市は除く。）。
【県　立　学　校】
・県立高校６校に配置した。

〇スクールカウンセラーと同一日に勤務できる日を定期的に設けるなど、
スクールカウンセラーと連携した。
〇福祉や医療などの関係機関と学校との連携について助言や支援を行うス
クールソーシャルワーカーの配置及び速やかな派遣を行った。

【公立小・中学校】
・全ての公立中学校区に対応した（中核市は除く。）。
【県　立　学　校】
・県立高校６校に配置した。

〇スクールカウンセラーと同一日に勤務できる日を定期的に設けるな
ど、スクールカウンセラーと連携した。
〇福祉や医療などの関係機関と学校との連携について助言や支援を行う
スクールソーシャルワーカーの配置及び速やかな派遣を行った。

【公立小・中学校】
・全ての公立中学校区に対応した（中核市は除く。）。
【県　立　学　校】
・県立高校６校に配置した。

2



プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

ウ　部活動指導員の配置 【運動部】
・県立中学校１人、県立高校３人、公立中学校１１市町村３３人を配置し
た。

【運動部】
・県立中学校１名、県立高校６校各１名、公立中学校１３市町村３５名を
配置した。
・部活動指導員を配置した部活動において、平日及び週休日の指導日数及
び指導時間が削減され、負担軽減が図られた。

【運動部】
・県立中学校１名、県立高校６校各１名を配置した。公立中学校１５市
町村に対して３５名分を補助した。
・部活動指導員を配置した部活動において、平日及び週休日の指導日数
及び指導時間が削減され、負担軽減が図られた。

【文化部】
・令和３年度から、文化部活動の指導に係る負担が特に大きいと認めら
れ、教職員の負担軽減に取り組むために配置を希望する県立学校３校に１
名ずつ配置することとした。

【文化部】
・文化部活動の指導に係る負担が特に大きいと認められ、教員の負担軽減
に取り組むために配置を希望する県立学校３校に１名ずつ配置した。
　（青森東高校、五所川原高校、八戸工業高校）

【文化部】
・文化部活動の指導に係る負担が特に大きいと認められ、教員の負担軽
減に取り組むために配置を希望する県立学校３校に１名ずつ配置した。
　（青森東高校、五所川原高校、八戸工業高校）

エ スクール・サポー
ト・スタッフの配置

【公立小・中学校】
・１４人を配置した。
【県　立　学　校】
・特別支援学校に１５人を配置した。
※このほか、新型コロナウイルス感染症対策に係るスクール・サポート･ス
タッフを小・中学校及び特別支援学校に配置した。

【公立小・中学校】
・２４人を配置した。
【県　立　学　校】
・県立高校に６人、特別支援学校に２０人（各校１名）を配置した。
※このほか、新型コロナウイルス感染症対策に係るスクール・サポート・
スタッフを小・中学校に配置した。

【公立小・中学校】
・２７人を配置した。
【県　立　学　校】
・県立高校に２２人、特別支援学校に２０人（各校１名）を配置した。
※このほか、新型コロナウイルス感染症対策に係るスクール・サポー
ト・スタッフを小・中学校に配置した。

オ 学校図書館サポー
ター、スクールライフサ
ポーターの配置

【学校図書館サポーター】
・県立高校８校に配置した（８校のうち２校は兼務）。
【スクールライフサポーター】
・県立高校３校に配置した。

【学校図書館サポーター】
・県立高校８校に配置した（８校のうち２校は兼務）。
【スクールライフサポーター】
・県立高校３校に配置した。

【学校図書館サポーター】
・県立高校１０校に配置した（１０校のうち４校は兼務）。
【スクールライフサポーター】
・県立高校３校に配置した。

カ スクールロイヤーの
導入検討

〇市町村教育委員会及び県立学校へのアンケート調査を実施し、令和３年
度当初予算において「学校等における法務相談体制整備事業」として事業
化した。

○外部対応等に係る教職員の負担軽減を図るため、弁護士をスクールロイ
ヤーとして委嘱し、法的な視点から指導助言等を行った。
【法務相談】
・定期相談会を各地区の合計で１１回実施するとともに、スクールロイ
ヤーを随時学校へ派遣し、延べ２２件の法務相談に対応した。
【教職員を対象とした研修会】
・５回開催し、外部対応等に係る教職員のスキルアップを図った。

○外部対応等に係る教職員の負担軽減を図るため、弁護士をスクールロ
イヤーとして委嘱し、法的な視点から指導助言等を行った。
【法務相談】
・定期相談会を各地区の合計で８回実施するとともに、スクールロイ
ヤーを随時学校へ派遣し、延べ１８件の法務相談に対応した。
【教職員を対象とした研修会】
・１２回開催し、外部対応等に係る教職員のスキルアップを図った。
【いじめ防止教室】
・１５校で実施し、いじめの未然防止に関する講義を実施した。

（２）部活動による負担を軽減するための方策

① 部活動の指針の定着等

ア 「望ましい児童ス
ポーツ活動に向けた取組
に関する報告書」に基づ
く取組の促進

〇県が作成した報告書を基に、各市町村が地域の実態に合わせて取り組ん
だ。

〇県が作成した報告書を参考に、各市町村が地域の実態に合わせて取り組
んでおり、学校における運動部活動の設置率が減少している。

（小学校における部活動の設置率）
　※令和２年度　３８．８％
　　令和３年度　１３．７％

○運動部活動調査を実施し、各市町村の状況を把握するとともに、地域
の実態に合わせた体制づくりが進められるよう、青森県小学校長会に情
報提供するとともに、市町村教育委員会等に必要に応じて助言した。

（小学校における部活動の設置率）
　※令和４年度　１０．５％

イ 「部活動の指針」を
踏まえた体制整備等に向
けた働きかけ

【運動部】
・「運動部活動の指針」について、部活動の指導者をはじめ、学校管理職
等に周知し、児童生徒のスポーツ活動及び部活動の指導体制の充実を図る
ため、「運動部活動の在り方に関する研修会」を開催した。

【運動部】
・「運動部活動の指針」について、部活動指導者及び学校管理職に周知
し、部活動の指導体制の充実を図るため、運動部活動の在り方に関する研
修会をオンライン方式で開催した。

【運動部】
・「運動部活動の指針」について、部活動指導者及び学校管理職に周知
するとともに、部活動の指導体制の充実を図るため、運動部活動の在り
方に関する研修会を開催した。
・運動部活動調査の結果を各市町村及び関係団体等へ通知するととも
に、指針に示された活動及び休養日等の遵守に向け、県小・中・高等学
校長会、県高体連、県高野連、県中体連と情報共有を図った。

・「部活動の指針」を踏まえ、令和２年度に見直しを行った部活動指導手
当について、県立学校長会議及び市町村教育委員会教育長会議で周知を
行った。

【文化部】
・部活動の適切な運営のための体制整備、適切な休養日等の設定の定着を
図るため、市町村教育委員会及び県立学校に対して継続的に働きかけを
行った。

【文化部】
・部活動の適切な運営のための体制整備、適切な休養日等の設定の定着を
図るため、市町村教育委員会及び県立学校に対して継続的に働きかけた。

【文化部】
・部活動の適切な運営のための体制整備、適切な休養日等の設定の定着
を図るため、市町村教育委員会及び県立学校に対して継続的に働きかけ
た。
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プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

② 部活動数の精選
精選に当たっての助言等 【運動部】

・学校における部活動の設置について、部活動数の精選や合同部活動等の
実施について、必要に応じて助言した。

【運動部】
・１２月に実施した運動部活動調査によると、部活動数及び顧問数は減少
してきている。
・合同部活動の実施や地域と協働した部活動の実施について助言した。
・運動部活動の在り方に関する研修会において、各学校における部活動の
指導・運営体制の整備を働きかけるとともに、市町村部活動担当者を対象
に、地域と協働した部活動の実施について資料を配布し周知を図った。

【運動部】
・運動部活動調査の結果を踏まえ、合同部活動の実施や地域と協働した
部活動の実施について助言した。
・運動部活動の在り方に関する研修会において、各学校における部活動
の指導・運営体制の整備を働きかけるとともに、市町村部活動担当者を
対象に、地域と協働した部活動の実施について資料を配布し周知を図っ
た。

③ 活動内容の制限
ア 学校における活動内
容の制限に当たって、各
競技団体との調整が必要
な場合における助言等

【運動部】
・運動部活動調査を実施し、活動状況を把握した。
・学校が活動内容を制限するに当たって、県中体連、県高体連、県高野連
との調整が必要な場合には、教育委員会が必要に応じて助言した。

【運動部】
・運動部活動調査により、適切な活動時間や休養日の設定、大会の参加数
などを把握し、「運動部活動の指針」に基づいて活動するよう、各市町村
教育委員会に対して助言を行った。
・校長会、県中体連、県高体連、県高野連等と各校及び地域の活動状況に
ついて情報共有を図り、部活動の適正化に向けて共通理解を図った。

【運動部】
・運動部活動調査により、適切な活動時間や休養日の設定、大会の参加
数などを把握し、「運動部活動の指針」に基づいて活動するよう、各市
町村教育委員会に対して助言を行った。
・県小・中・高等学校長会、県中体連、県高体連、県高野連等と各校及
び地域の活動状況について情報共有を図り、部活動の適正化に向けて共
通理解を図った。

【文化部】
・県高文連と連携し、各校の活動状況について情報共有を図った。

【文化部】
・県高文連と連携し、各校の活動状況について情報共有を図った。

イ 効果的な指導方法に
係る研修

【運動部】
・運動部活動の在り方に関する研修会を開催し、部活動指導者や管理職を
対象に指導法や適切な運営体制の整備について研修した。

【運動部】
・運動部活動の在り方に関する研修会では、スポーツ医科学ネットワーク
を活用し、コンディショニングについて、ストレッチングやテーピングの
活用など体調管理に関する研修を実施した。

【運動部】
・運動部活動の在り方に関する研修会では、成長期の運動と食事につい
て、成長期の子どもの課題に対し、効果的な運動や食事の方法等に関す
る研修を実施した。

【文化部】
・文化部活動支援員に対して研修会を実施し、生徒への接し方や指導者の
心構え等に関する研修を実施した。

【文化部】
・文化部活動支援員に対して研修会を実施し、生徒への接し方や指導者
の心構え等に関する研修を実施した。

（３）成績処理、その他の事務処理を効率化するための方策

① 校務へのＩＣＴ活用の推進

ア 県立学校における統
合型校務支援システムの
導入

〇プロポーザルを実施し、最優秀提案者を決定した上で、契約を締結し
た。
〇システムの構築が完了し、令和３年３月からモデル校における試行稼働
を開始した。

○令和４年度からの本稼働を滞りなく行うため、令和３年１２月までモデ
ル校における試行稼働を、令和４年１月から全校における試行稼働を行っ
た。

○令和４年４月から統合型校務支援システムを本格稼働させ、教員が担
う業務の効率化を図った。

イ 市町村立学校におけ
る統合型校務支援システ
ムに関する市町村教育委
員会との連携

〇統合型校務支援システムに係る県と市町村との共同利用・運用につい
て、市町村対象の説明会を実施した。

○市町村に対する意向調査の結果を受けて、今後の県の対応案を検討し、
令和３年９月に市町村に対して説明会を実施した。
○教育事務所管内ごとにオンライン会議を実施した。

○市町村に対し、国の動き等の様々な情報を提供するとともに、必要に
応じて助言や情報提供等のサポートを実施した。

ウ 利用可能なICT技術の
情報収集、関連講座の実
施等による教員の情報活
用能力の向上

〇利用可能なＩＣＴ技術について、関連講座の実施や講師派遣を通して教
員の情報活用能力の向上を図った。

○児童生徒１人１台の情報端末の整備を踏まえ、教員のＩＣＴ活用指導力
を高めるため、令和３年度から開始した、公立小中学校・県立高等学校・
特別支援学校の各校種におけるＩＣＴを活用した確かな学力向上事業によ
り、実践事例や学習教材コンテンツ等を総合学校教育センターのホーム
ページに蓄積・共有した。

○児童生徒１人１台の情報端末の整備を踏まえ、教員のＩＣＴ活用指導
力を高めるため、令和３年度から実施している、公立小中学校・県立高
等学校・特別支援学校の各校種におけるＩＣＴを活用した確かな学力向
上事業により、実践事例や学習教材コンテンツ等を総合学校教育セン
ターのホームページ等に蓄積・共有した。

② 青森県職員ポータルシステムの活用

ア 連絡事項等への「イ
ンフォメーション」、
「メール」、「回覧・レ
ポート」機能等の活用

〇新型コロナウイルス感染症による臨時休業期間中に、児童生徒の登校状
況やスクールバスの運行状況等を把握するために、全ての特別支援学校を
対象として、アンケート機能により日々の状況調査を行った。

○県立学校への連絡事項について、ポータルシステムのウェブメールのほ
か、容量が大きいデータは「回覧」機能を活用して送付した。

○県立学校への連絡事項について、ポータルシステムのウェブメールの
ほか、容量が大きいデータは「回覧」機能を活用して送付した。

イ 運用・要項・マニュ
アル等について「文書管
理」機能への掲載

〇情報公開制度や行政文書分類基準表などのフォルダを整備し、学校にお
ける資料閲覧の利便性向上を図った。

〇情報公開制度や行政文書分類基準表などのフォルダを整備し、学校にお
ける資料閲覧の利便性向上を図った。

○監査等に係る情報提供について、メールによる通知だけではなく、文
書管理において、当年度の通知や指摘事項等の情報を参照できるように
し、利便性の向上を図った。
〇情報公開制度や行政文書分類基準表などのフォルダを整備し、学校に
おける資料閲覧の利便性向上を図った。
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プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

③ 報告書の様式等の簡素化

ア 様式、事務手続の簡
略化

〇照会への回答等では可能な限り簡略化し、書類の作成及び差替えに時間
が掛からないようにした。

〇照会への回答等では可能な限り簡略化し、書類の作成及び差替えに時間
が掛からないようにした。

○監査結果等の報告について、紙による報告から青森県電子申請・届出
システムによる報告を基本とすることとし、書類作成及び差替え作業等
の負担軽減を図った。
〇照会への回答等では可能な限り簡略化し、書類の作成及び差替えに時
間が掛からないようにした。

〇事業に係る提出書類のうち、一部について様式を簡略化した。 〇事業に係る提出書類のうち、一部について様式を簡略化した。

イ 報告の簡略化（かが
み文書の省略等）

〇報告書等を送付する際のかがみ文書を省略するなど、報告を簡略化し
た。

〇報告書等を送付する際のかがみ文書を省略するなど、報告を簡略化し
た。

〇報告書等を送付する際のかがみ文書を省略するなど、報告を簡略化し
た。

〇給与関係の調査は、かがみ文書の提出は不要とする一文を通知文に記載
した。

○給与関係の調査は、かがみ文書の提出は不要とする一文を通知文に記載
した。

○給与関係の調査は、かがみ文書の提出は不要とする一文を通知文に記
載した。

〇市町村教育委員会及び県立学校等に対して、各種報告・調査の回答に係
るかがみ文書は省略できるものがあることを周知した。

〇市町村教育委員会及び県立学校等に対して、各種報告・調査の回答に
係るかがみ文書は省略できるものがあることを周知した。

ウ 電子メール、ＦＡＸ
での提出推進

〇可能な限り照会への回答等において電子メールやＦＡＸでの書類提出を
実施した。

〇可能な限り照会への回答等において電子メールやＦＡＸでの書類提出を
実施した。

〇可能な限り照会への回答等において電子メールやＦＡＸ、グーグルド
ライブへの書類提出を実施した。

○監査結果等の報告について、紙による報告から青森県電子申請・届出
システムによる報告を基本とした。

④ 調査内容・方法等の見直し

ア　調査の精選 〇調査内容の簡略化について検討し、簡略化可能なものは簡略化した。 〇調査内容の簡略化について検討し、簡略化可能なものは簡略化した。 〇調査内容の簡略化について検討し、簡略化可能なものは簡略化した。

○進路状況調査など他課の調査を複数合わせて当室の分析データとして
できるものは、学校に調査しないこととした。

○運動部活動調査について、運動部活動の指針と照らし合わせ、調査事項
の簡略化や精選など見直しを行った。

○運動部活動の指針と照らし合わせた調査事項の簡略化や精選など見直
しを行っている。
○指針に示す各部活動におけるハイシーズンの設定について、部活動顧
問が回答しやすい項目設定と回収方法の簡略化を図った。

イ 回答様式の電子デー
タ化、回答方法の工夫等

〇電子データ様式による回答を基本としたほか、県立学校への簡易な調査
については、ポータルシステムのアンケート機能を活用するなど、回答方
法の簡略化を図った。

〇回答様式を電子データ化するなど、回答方法等を工夫した
○電子データ様式による回答を基本としたほか、職員ポータルのアンケー
ト機能を活用するなど、回答方法の簡略化を図った。

〇回答様式を電子データ化したり、グーグルフォームを活用するなど、
回答方法等を工夫した。
○電子データ様式による回答を基本としたほか、職員ポータルのアン
ケート機能を活用するなど、回答方法の簡略化を図った。

○県立学校への調査について、事務局が集計し、学校での集計作業を省略
した

○運動部活動調査について、学校の負担軽減を図るため回答はエクセルの
様式を利用し回収している。

○運動部活動調査について、学校の負担軽減のため、回答はエクセルの
様式を利用し回収している。

○学校を対象とした調査について、これまで記述式で回答してもらって
いたものを選択式にした。

ウ 調査時期や内容等の
一覧作成

〇調査依頼のメールを送付する際に、今後の大まかなスケジュールについ
て記載した。等に係る一覧について検討した。

〇調査依頼のメールを送付する際に、今後の大まかなスケジュールについ
て記載した。

〇調査依頼のメールを送付する際に、今後の大まかなスケジュールにつ
いて記載した。

〇市町村教育委員会（小中学校）に対するものについて、教育事務所から
提出物・時期等の一覧を事前に発出した。

〇市町村教育委員会（小中学校）に対するものについて、教育事務所から
提出物・時期等の一覧を事前に発出した。

〇市町村教育委員会（小中学校）に対するものについて、教育事務所か
ら提出物・時期等の一覧を事前に発出した。

エ 学校からの届出・報
告の見直し

○学校からの各種届出や報告の押印について見直しを行い、押印を廃止又
は公印の省略を可能とした。

○学校からの各種届出や報告の押印について見直しを行い、押印を廃止
又は公印の省略を可能とした。

オ 電子申請・届出シス
テムの活用

〇電子申請・届出システムを活用しているものは、継続して実施した。 〇電子申請・届出システムを活用しているものは、継続して実施した。 〇電子申請・届出システムを活用しているものは、継続して実施した。
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プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

⑤ 事務処理の効率化

ア 市町村教育委員会が
事務処理の効率化を進め
る際の情報提供等の支援

〇市町村教育委員会が事務処理の効率化を進めるに当たって、必要に応じ
て助言等の支援を行った。

〇市町村教育委員会が事務処理の効率化を進めるに当たって、必要に応じ
て助言等の支援を行った。

〇市町村教育委員会が事務処理の効率化を進めるに当たって、必要に応
じて助言等の支援を行った。

イ 特別支援教育就学奨
励費システムの整備

〇「特別支援教育就学奨励費システム」を全特別支援学校に導入し、早く
正確な事務処理を可能とするほか、事務担当者の負担軽減を図った。

○「特別支援教育就学奨励費システム」により、事務担当者の負担軽減が
図られた。

○「特別支援教育就学奨励費システム」により、事務担当者の負担軽減
が図られた。

（４）外部対応による負担を軽減するための方策

① 校外の会議・研修の見直し

ア 会議・研修会等の内
容の精査

○教職員の人事評価制度に係る評価者研修会について、希望者はオンライ
ンにより参加できることとした。

○これまで集合式で行っていた会議をオンライン形式で行った。
○会議の出席の仕方を見直し、前年度から継続している担当者について
は同じ内容の会議を出席不要とした。

〇県教育委員会と市町村教育委員会がそれぞれ実施している会議・研修会
等について、令和３年度から次のとおり縮減することとした。
【初任者研修】
（実地研修）
　年間240時間～300時間→年間180時間～240時間
(県総合学校教育センターが行う校外研修)
　12日→6日に縮減
（市町村教育委員会が行う、ふるさとの研修）
　初任者研修の対象外とした。
（教育事務所が行う校外研修）
　宿泊研修を廃止するなどして、11日→6日に縮減

【中堅教諭等資質向上研修】
（後期研修）
　3日間の社会体験研修を廃止するなどして、日程を縮減。
（校内研修）
　7日→5日
（校外研修）
　11日→8日

○初任者研修について、研修内容を精選し、実地研修の年間時間を大幅に
縮減するなど、研修内容の見直しを行った。

○教員等資質向上推進協議会において検討した。

○東青、中南、上北教育事務所による研修会を合同で開催し、中学校保健
体育の指導法に関する知識や実践について指導力向上を図った。
○新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策も含め、希望研修として実
施した。

○西北、下北、三八教育事務所による研修会を合同で開催し、中学校保
健体育の指導法に関する知識や実践について指導力向上を図った。
○新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策も含め、希望研修として
実施した。
○オンラインと参集によるハイブリット形式での研修を実施した。

イ 県総合学校教育セン
ター研修講座のサテライ
ト化、アウトリーチ化の
検討

〇新型コロナウイルス感染症感染防止対策も含め、アウトリーチしたもの
は、オンライン会議・ＰＣ会議システムを活用した。

○研修講座について、オンライン会議・PC会議システム活用の推進を図
り、オンラインによる研修を実施した。
○校内研修等講師派遣事業について、要望のあった時期により、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止対策のためオンラインによる研修を実施した。

○研修講座
・受講者及び発表者の移動に係る負担軽減を図るよう、一部の研修講座
でオンデマンド方式を実施するとともに、発表者の依頼に応じて、オン
ラインによるリアルタイム発表を実施した。
・アンケート回答に係る効率化を図るよう、概ね全ての研修講座でＷｅ
ｂアンケートを実施した。
○学校等支援事業（アウトリーチ）
・「校内研修等講師派遣事業」
　対面形式とオンライン形式での対応を選択できるようにした。
・「教科指導等サポート事業」
　定期的・継続的支援を増やし、Ｗｅｂ会議システムを活用し効率化を
図った。

ウ ＰＣ会議システムの
活用推進

〇新型コロナウイルス感染症感染防止対策も含め、会議への参加に係る移
動時間の軽減等を図るため、オンライン会議などＰＣ会議システムを活用
した。

〇新型コロナウイルス感染症感染防止対策も含め、会議への参加に係る移
動時間の軽減等を図るため、オンライン会議などＰＣ会議システムを活用
した。

〇指導主事が出席する文部科学省関連の多数の会議にオンライン会議な
どＰＣ会議システムを活用し、参加に係る移動時間の軽減や効率化を
図った。
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プランの取組内容 令和２年度の取組 令和３年度の取組 令和４年度の取組

② 学校訪問指導に係る負担の軽減

ア 学校訪問の際に準備
する書類の周知徹底

【公立小・中学校】
・教育事務所では、それぞれ作成している冊子に必要な書類を明記し、校
長会議、教頭会議等で説明を行った。
【県　立　学　校】
・学校訪問を実施する際に準備する書類を周知徹底した。

【公立小・中学校】
・教育事務所では、それぞれ作成している冊子に必要な書類を明記し、校
長会議、教頭会議等で説明を行った。
【県　立　学　校】
・学校訪問を実施する際に準備する書類を周知徹底した。
・特別支援学校：授業一覧は簡易な様式とし、教務や学級担任等の負担軽
減を図った。

【公立小・中学校】
・教育事務所では、それぞれ作成している冊子に必要な書類を明記し、
校長会議、教頭会議等で説明を行った。
【県　立　学　校】
・学校訪問を実施する際に準備する書類を周知徹底した。
・特別支援学校：授業一覧は簡易な様式とし、教務や学級担任等の負担
軽減を図った。

イ 学習指導案の事前提
出廃止

【県　立　学　校】
・学習指導案の事前提出をやめ、当日準備とした。

【県　立　学　校】
・学習指導案の事前提出をやめ、当日準備とした。

【県　立　学　校】
・学習指導案を当日準備とした。

ウ 助言者の人数や訪問
回数の削減、訪問時間の
短縮

【県　立　学　校】
・高校：コロナ禍もあり、学校訪問回数、訪問人数、訪問時間を減少・短
縮した。
・特別支援学校：訪問校を約半分に削減し、全２０校中１１校とした。
（２年で全ての特別支援学校を訪問）

【県　立　学　校】
・高校：コロナ禍ということもあり、学校訪問回数、訪問人数、訪問時間
を減少・短縮した。
・特別支援学校：指導及び管理の訪問について、それぞれ２年で全校を回
ることとした。

【県　立　学　校】
・高校：コロナ禍ということもあり、学校訪問回数、訪問人数、訪問時
間を減少・短縮した。
・特別支援学校：指導及び管理の訪問について、それぞれ２年で全校を
回ることとした。

③ 学校運営上のトラブルに対応する教職員の負担軽減

ア 組織的に対応するた
めに必要な情報の提供

〇研究協議会等を活用した管理職員等への情報提供方法・内容を検討し
た。

○研究協議会等を活用して管理職員等へ情報提供した。 ○県立学校校長研究協議会及び県立学校教頭研究協議会等を活用して管
理職員等へ情報提供した。
○各学校において、教員を対象としたいじめの未然防止に関する講演等
を行った。

イ 教職員の相談に応じ
る体制の整備に係る検討

○学校運営上のトラブルに関する相談があった場合に助言を行った。ま
た、相談内容によってはスクールロイヤーへの相談を助言した。

○学校運営上のトラブルに関する相談があった場合に助言を行った。ま
た、相談内容によってはスクールロイヤーへの相談を助言した。

ウ スクールロイヤーの
導入検討

〇市町村教育委員会及び県立学校へのアンケート調査を実施し、令和３年
度当初予算において「学校等における法務相談体制整備事業」として事業
化した。

○外部対応等に係る教職員の負担軽減を図るため、弁護士をスクールロイ
ヤーとして委嘱し、法的な視点から指導助言等を行った。
【法務相談】
・定期相談会を各地区の合計で１１回実施するとともに、スクールロイ
ヤーを随時学校へ派遣し、延べ２２件の法務相談に対応した。
【教職員を対象とした研修会】
・５回開催し、外部対応等に係る教職員のスキルアップを図った。

○外部対応等に係る教職員の負担軽減を図るため、弁護士をスクールロ
イヤーとして委嘱し、法的な視点から指導助言等を行った。
【法務相談】
・定期相談会を各地区の合計で８回実施するとともに、スクールロイ
ヤーを随時学校へ派遣し、延べ１８件の法務相談に対応した。
【教職員を対象とした研修会】
・１２回開催し、外部対応等に係る教職員のスキルアップを図った。
【いじめ防止教室】
・１５校で実施し、いじめの未然防止に関する講義を実施した。

④ 学校給食費等の徴収に関する公会計化

〇各都道府県教育委員会の動向等を踏まえ、具体的に検討した。 ○先進県に聞き取りを行う等、情報収集を行うとともに、本県での導入の
可否を検討した。

○各都道府県教育委員会の動向や先進事例等の情報提供を行うととも
に、必要に応じて助言をした。
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